
- 2 - 

 

 

 

 

森林環境譲与税について 
パリ協定の枠組みの下における日本の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るため、

森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から森林環境譲与税が創設されました。 

令和 6 年度の森林環境譲与税 2,946 万７千円は、学校建設工事の木材利用分に充当しました。 

 

 

 

地方消費税交付金の引上げ分について 

 

 

 

 

 

 

 

消費税は、従来の５％のうち地方消費税として 0.5％が市町村に交付されていましたが、国と

地方における社会保障の充実と安定化を図るため、税率が平成 26 年４月から８％に、令和元年

10 月から 10％に引き上げられたことに伴って市町村分は 1.1％となり、0.6％が従来分に加え

て交付されています。 

令和 6 年度の地方消費税交付金は 66 億 4,279 万円で、このうち、消費税率引上げ分による

増収分は、39 億 8,878 万１千円となっています。この消費税率引上げによる増収分は、社会保

障４経費その他社会保障施策（社会福祉・社会保険・保健衛生）に要する経費、518 億 922 万

９千円に係る一般財源の一部として活用しています。 


